サービス調整会議の役割と機能

１経緯
　サービス調整会議は、障害者生活支援センターの各区への整備に合わせて、平成17年度に試行をし、平成18年4月から「さいたま市障害児者サービス調整会議要綱」に基づき実施しています。
２目的
　　さいたま市内に居住する身体障害児者、知的障害児者、精神障害児者、発達障害児者等が地域で安心して生活できるよう支援し、自立と社会参加を促進しつつ権利擁護の推進を図るとともに、福祉、保健、医療、教育、労働等の各種サービスを総合的に調整、推進するために開催する。

役割

３実施方法

　(1)会議の実施主体はさいたま市。

　(2)参加メンバーは、区の支援課、障害者生活支援センターの他、必要な関係機関。

(3)メンバーの招集は、支援課が日程調整、会場の確保を行った上で、電話又は文書等で依頼する。

(4)会議は、必要に応じて随時開催するほか、定期的に開催することもできる。

　(5)開催要請は、障害者生活支援センターや他の関係機関から支援課に行うことができる。

４調整会議の議題
(1)支援の主体や連携方法が明確でない場合
事例

ア　家庭環境や本人の状況が複雑で、状況や問題の把握が支援課だけでは困難。

イ　面接や家庭訪問で状況は把握したが、課題が多く複雑で、どのように理解し、支援方針を立てればよいかわからない。

(2)複数の関係機関が役割に応じて連携し共同で支援をする場合

事例

ア　病院や障害福祉サービス事業所など複数の関係機関が関わっているが、それぞれバラバラな支援やアドバイスで連携が取れていない。
イ　いくつかの福祉サービスや地域の社会資源を組み合わせた支援が必要で、複数の関係機関と連携を取るなどの調整が必要な場合。

(3)その他
　　　地域の福祉サービスや社会資源についての情報交換など。
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サービス調整会議開催





・本人の状況、家庭状況、課題等についての共通理解


・必要な支援は何か（法内法外を含めて）の検討


・どのようなゴールを目指すのか（短期、中期、長期）検討


・必要な支援を行う関係機関の役割の確認


・おおまかな支援方針、支援計画の策定








・本人、家族への支援方針、支援計画の説明





各機関の役割に応じた支援開始





検　討　内　容





最終的なサービス調整





サービス調整会議か電話･文書等で、決定事項は関係機関に報告
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